
別紙様式８

総事業費 総便益 総費用

Ｂ Ｃ

（千円） （千円） （千円） ① ② ③ ④ ⑤ ① ② ③

1 栃木県 塩那森林管理署 復旧治山 安戸山 （やすどやま） 280,000 465,933 254,093 1.83 ○ ○ ○ ○ ○ B B B A B B B A B A B B A A C

2 静岡県 天竜森林管理署 復旧治山 三沢山 （みさわやま） 35,000 200,255 33,653 5.95 ○ ○ ○ ○ ○ A B B A B B B A A A B B A B A

3 静岡県 静岡森林管理署 復旧治山 大日沢 （だいにちさわ） 650,000 774,827 556,745 1.39 ○ ○ ○ ○ ○ A B A A B B B A A A A A A B C

4 神奈川県 東京神奈川森林管理署 復旧治山 世附一ノ沢 （よずくいちのさわ） 60,000 91,698 57,690 1.59 ○ ○ ○ ○ ○ A A B B A A B A B A B B A B C

5 新潟県 下越森林管理署 予防治山 大蔵山 （おおくらやま） 125,000 164,349 114,731 1.43 ○ ○ ○ ○ ○ A B B B B A B A B B A A A B C

【記載要領】

１．治山事業、森林整備事業ごとに別葉とする。

２．事業実施主体は、事業を実施する森林管理署等の名称を記載する。

３．事業名は、治山事業にあっては、「国有林治山事業実施要領」の第３に定める事業区分を記載する。

　　森林整備事業にあっては、森林環境保全整備事業又は森林居住環境整備事業の別を記載する。

４．事業実施地区名は、運用第２の区分による。事業実施地区名には、ふりがなを付す。

５．総事業費、総便益及び総費用は、千円未満四捨五入とし千円単位で記載する。

６．分析結果は、小数点以下第３位四捨五入とし小数点以下第２位まで記載する。

７．チェックリストの各項目は、各判定基準に基づき、必須事項については「○」又は「－」を、優先配慮事項については「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「－」を記載する。
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